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研究成果の概要（和文）：本研究では、スマートシティの建設を異業種の企業間の共創の場と捉え、各々の企業の有す
る技術やノウハウ、知が交流、融合する中で新たな価値が創造され、それが企業の競争優位につながるという仮説を立
て、実態調査を通じて仮説の検証作業を行った。その結果、パナソニックが神奈川県藤沢市で建設を進めているFujisa
wa SSTのプロジェクトでは、仮説を裏付ける有為な知見が得られた。同プロジェクトでは、自律性の高い「場」、トッ
プダウンとボトムアップの融合、リーダー企業による適切な「場」のマネジメント等の要因が新たな価値創造につなが
っていることが明らかになったのである。

研究成果の概要（英文）：This study views the construction of smart cities as “Ba” as shared context in 
motion for co-creation among companies hailing from different industrial sectors and offers the 
hypothesis that new value is created as diverse companies exchange and integrate the various 
technologies, know-how and knowledge they possess and, moreover, that this new value is linked to 
competitive advantage in companies. The author verifies this hypothesis through fact-finding surveys in 
the study. As a result, the author was able to obtain valuable knowledge supporting his hypothesis in the 
Fujisawa Sustainable Smart Town (SST) Project led by the Panasonic Corporation in Fujisawa City, Kanagawa 
Prefecture, Japan. This project demonstrated that factors such as “Ba” with strong autonomy, top-down 
and bottom-up integration, and appropriate “Ba” management from a leader company lead to the creation 
of new value.

研究分野： 環境経営
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１．研究開始当初の背景 
(1) 2009 年にアメリカでオバマ政権が誕生し
グリーン・ニューディール政策を掲げたこと
によりスマートシティに対する関心が高ま
った。これは日米欧の先進諸国だけの現象で
はなく、経済発展に伴い都市の抱える様々な
問題に直面していた新興国においても同様
であった。スマートシティは、低炭素な都市
づくりという面のみならず、都市の治安維持
や交通渋滞の解消、あるいは人口の高齢化へ
の対応といった様々な側面において大きな
可能性を秘めていたからである。実際、世界
におけるスマートシティ建設プロジェクト
の実施件数を見ると、トップの中国を始めと
してインドや中東諸国等、新興国のプロジェ
クトが多いことがわかる。これらの諸国では、
更地に新たに都市を建設し、同時に産業の誘
致を行うという都市開発型のプロジェクト
が多い。これに対して先進諸国のプロジェク
トの場合、既存都市のスマート化や技術実証
型のプロジェクトが多い傾向にあった。 
 
(2) 21 世紀における企業競争力のキーワード
はイノベーションと新たな価値の創造であ
る。スマートシティは ICT を活用することで
低炭素社会の構築や安全・安心な暮らしとい
った価値を創造し、イノベーションを生み出
す可能性を有していた。しかしながら、スマ
ートシティに関する既存研究の多くは、ICT
や都市工学の視点からのアプローチに基づ
くものであり、イノベーションや価値創造の
視点からの研究は非常に少ない状況にあっ
た。そうした中、本研究はスマートシティの
建設を企業の競争優位構築の視点から考察
し、異業種の企業がスマートシティ建設とい
う共通の目的の下で協働するプロセスにお
いて、知やノウハウが交流、融合、共振する
ことで新たな価値が創造され、それが新たな
企業の競争優位に結び付くのではないかと
いう仮説を構築していた。 
 
２．研究の目的 
(1) 上記した通り、本研究の目的は、スマー
トシティの建設を企業の競争優位の視点か
ら捉え、そのプロセスの中に新たな競争優位
の源泉を探ることにあった。競争優位に関す
る既存理論としては、Positioning View や
Resource-based View があるが、いずれの理
論も他社との競争にいかにして勝つかとい
う前提の下で構築されており、スマートシテ
ィの分析には必ずしも適してはいない。すな
わち、競争優位に関する既存の支配理論は競
争優位の源泉を企業の外的環境に求めるか、
あるいは企業内部の資源に求めるかという
違いはあるものの、ベースとなる考え方は市
場においていかにして他社との競争に勝つ
かという優勝劣敗の思考である。しかしなが
ら、こうした既存理論をスマートシティの分
析に援用しても、競争優位に関する有為なイ
ンプリケーションを導出することは困難で

ある。何故なら、スマートシティの建設は、
異業種の企業間による協働により行われる
ものであり、そこでは他社との競争よりも共
創が重視されるからである。 
 
(2) 本研究では、スマートシティの建設を異
業種の企業間の共創の場と捉え、各々の企業
が有する技術やノウハウ、知が交流、融合す
るなかで新たな価値が創造され、それが企業
の競争優位につながるという仮説を設定し
た。つまり、従来の競争優位の理論とは異な
り企業間の共創が競争優位をもたらすとい
う新思考の仮説を構築し、実態調査を通じて
仮説の検証を試みたのである。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 研究の方法としてはまず、先行研究のレ
ビューを行った。共創という概念は近年、マ
ーケティングの領域で注目されており、商品
の価値は企業が顧客に一方的に提供するの
ではなく、企業と顧客が共創することで価値
が創造されるという考え方が主流になりつ
つある。いわゆるサービス・ドミナント・ロ
ジック（SD Logic）と呼ばれる考え方であり、
本研究の理論構築においても参考になるた
め、文献の収集を精力的に行った。また本研
究は、「場」「創発」「シンセシス」といった
知識創造理論のエッセンスを理論構築のバ
ックグランドにしており、知識創造理論に関
する国内外の研究資料についても精力的な
収集を行った。こうした先行研究のレビュー
を通じて、本研究では独自の理論的フレーム
ワークの構築を行った。すなわち、本研究の
主眼は実態調査を通じて異業種の企業間の
共創のプロセスと価値創造のメカニズムを
分析し、それらを理論化することにあり、そ
のための理論的フレームワークを構築して
おく必要であったからである。本研究が構築
した理論的フレームワークとは、共創のため
の「場」の構築、「場」の自律性、「場」のメ
ンバーの創発を促す「場」のマネジメント、
創発から価値創造に至るプロセスを主導す
る「場」のリーダーの存在に関するものであ
った。 
 
(2) 先行研究のレビューと独自の理論的フ
レームワークを構築した後、スマートシティ
の建設プロジェクトに関する実態調査を行
った。調査したのは、パナソニックが神奈川
県藤沢市の同社の工場跡地で建設を進めて
いる Fujisawa SST、横浜市を舞台に dSPACE 
Japan、スマートエナジー研究所が中心にな
ってプロジェクトを進めている横浜スマー
トコミュニティ、経産省の次世代エネルギ
ー・社会システム実証実験プロジェクトの１
つとして実施された横浜スマートシティプ
ロジェクト（YSCP）の３つであった。調査方
法は、質問票の郵送による調査およびヒアリ
ング調査である。尚、本研究の性質上、担当



者からの聞き取りによる定性的調査を重視
した。その結果、パナソニック、dSPACE Japan、
東芝、日立（日立の場合は書面による回答）
の４社の担当者から話を聞く機会が得られ
大変密度の濃い調査を行うことができた。 
 
４．研究成果 
(1) 共創による競争優位の構築という本研
究の仮説について、有為な知見を得ることが
できた。本研究の仮説を裏付ける上で有為な
知見を提供してくれたのが Fujisawa SST の
プロジェクトである。同プロジェクトではパ
ナソニックの主導の下、自由度の高い「場」
が形成され、トップダウンとボトムアップが
上手く融合する中で新しい価値が創造され
ている。つまり、企業間の共創により価値が
創造されているわけである。このケースは、
共創のプロセスを検証する上で非常に有益
な事例である。本研究が事前に構築した理論
的フレームワークに照らし合わせて、自由度
の高い「場」の構築や「場」のリーダーによ
る適切な「場」のマネジメントの存在が、共
創による価値創造を実現する上で重要なポ
イントであることがこのケースから明らか
になった。その一方で、事前の仮説では参加
メンバーの創発を重視していたが、Fujisawa 
SST のケースでは必ずしもボトムアップによ
る創発が価値創造に結び付いているわけで
はないことも判明した。無論、自由度の高い
「場」の構築は参加メンバーの創発を誘引す
ることは確かではあるが、それだけでは十分
ではない。むしろ、「場」のリーダーによる
トップダウン方式が機能し、ボトムアップと
融合する中で価値が創造されているといえ
る。 
 
(2) 一方、横浜スマートコミュニティや YSCP
のケースでは共創による価値創造について
明確なインプリケーションを引き出すこと
は出来なかった。Fujisawa SST との違いは、
プロジェクトを主導する明確なリーダー企
業が存在しないことであり、異業種の企業が
交わる「場」の性格も Fujisawa SST とは異
なっている。横浜スマートコミュニティの場
合、「場」の自律性という点では３つのプロ
ジェクトの中で最も高い。プロジェクトに参
加したメンバーに対する制約条件はほとん
どないと言ってよい。そのため、創発が最も
起こりやすい環境が準備されていた。しかし
ながら、そうした環境が必ずしも価値創造に
は結び付いていないのである。その原因は、
このプロジェクトの場合、明確な「場」のリ
ーダーが存在しないことにある。つまり、創
発を価値創造に結び付けるための「場」のマ
ネジメントを担うリーダーが不在なのであ
る。また YSCP の場合は、行政の作成したマ
スタープランに基づいて各企業の役割が明
確に定められており、「場」の自由度は低い。
このプロジェクトは基本的に技術実証型の
性格を有しており、共創による価値創造は意

図されていないといえる。しかしながら、
YSCP においても日立、日産自動車、オリック
ス等が参加した次世代交通システムについ
ての実証実験のケースでは、単なる技術実証
の枠組みを超えた価値創造に結び付く顕著
な動きを確認することができた。このケース
の場合、次世代交通システムについて各社が
明確な戦略を有しており、それらが「場」を
通じて共振することで建設的な提案が生ま
れ、ノウハウの共有化や蓄積が行われたので
ある。 
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